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は  じ  め  に 

 

本市では，平成 10 年代前半までの人口増加に伴う財政需要の伸びとインフラ整備

に伴う長期債務の本格償還期を迎える中，バブル景気崩壊後の景気の長期低迷や地価

下落に伴い市税収入が伸び悩みを見せるなどにより，財政構造の硬直化が進行しまし

た。 

このため，平成 13 年度以降，行政内部に重点を置いた行政改革に取り組み，特に

職員数はピーク時（平成 10 年度 579 人）と比較してすでに 2 割以上を削減（平成

24 年 12 月現在 448 人△131 人 22.6％）するなどにより，大きな財政削減効果を

上げてきました。 

しかし，三位一体の改革による地方交付税の削減などが続き，さらに，平成 20 年

秋以降の世界同時不況の影響も加って，歳入環境は急速に悪化し，このまま何らかの

対策を講じなければ，数年後には一般財源基金の枯渇が現実味を帯び，本市の財政は

早晩「早期健全化段階」入りが危惧される情勢にありました。 

その後，本市独自の財政削減効果の顕在化に地方交付税の復元も加わり，本市の財

政状況は平成 20 年度を底に改善基調にあります。しかしながら，この改善は，市税

などの自主財源の増収を伴う力強い改善とは言えず，依然として脆弱な財政基盤と考

えることが妥当であり，今後の少子高齢社会が財政運営に及ぼす悪影響を勘案すると，

多様化・増大を続ける公共サービス需要を「官」が担い続けることは，少なくとも財

源面からは困難と考えられます。 

このため，平成 24 年１０月に施行した「龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する

条例」に基づき，財政的な平常時であっても財政運営目標を定め，自立性の高い，持

続可能な財政基盤の構築に取り組むこととしました。この「中期財政計画」の策定・

実行も同条例に基づくものであり，公共サービスの主たる担い手である基礎的自治体

である本市の姿勢を示すものでもあります。 

本計画では，収支低水準の状態からの脱却などを優先課題に，状況に応じた財政力

強化に取り組むこととします。これとともに，中長期的な視点から「公共を皆で担う」

という理念の下，公共の仕組みの転換を目指した取組みを継続します。 

本市の最上位計画である「ふるさと龍ケ崎戦略プラン」を実行するための財源を担

保し，主体的なまちづくりを展開するためにも，持続可能な財政基盤の構築が必要不

可欠です。このため，職員一丸となって，財政力強化に取り組みますので，ご理解と

ご協力をお願い致します。 

 

   平成２５年２月 

 

龍ケ崎市長 中 山 一 生 
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第１ 財政の現状                                           

 

１ 財政の現状 

 

財政健全化法1が平成 21 年 4 月から全面施行され，これにより同法に基づき算定

する健全化判断比率2が基準値を超える場合は，同法に基づく財政再生等の取組が義

務付けられました。 

これによる本市の健全化判断比率は，平成 20 年度から平成 23 年度のいずれも早

期健全化基準未満となり，同法に基づく本市財政の評価・判断は健全段階にあると

いうことになります。また，外形的にも財源調整のための基金繰入れを行わずに，

一定規模の黒字決算を維持しています。 

しかし，平成 23 年度決算（普通会計）の経常収支比率は 94.1％と再び上昇に転じ

ている状況にあります。こうした硬直した財政構造がさらに進行した場合には，本

市の財政は裁量の余地のない，つまり身動きのとれない深刻な状況に陥ることも想

定されます。 

経常的な歳入・歳出決算額と経常収支比率の推移
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 （注）経常的な歳入には，臨時財政対策債等を含む。 

 

２ 財政硬直化の原因 

 

(1) 一般財源の減少と義務的経費の増加等 

  ① 一般財源の減少 

本市の基幹収入である市税及び地方交付税は厳しい状況にあります。 

   ア 市税は，景気の長期低迷や地価下落を反映し，平成 15 年度に大きく落ち込

                                                                                                                                                            
1
  地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）の略称。 

2  財政健全化法で定める財政の健全化を判断するための指標。4 つの指標により，「健全段階」，「早期健全化段階」

又は「財政再生段階」の判定が行われる。 

経常的な歳入 
経常的な歳出

経常収支比率

1



 

みました。その後は景気回復により市民税個人分は持ち直しつつあり，平成

18・19 年度では定率減税の廃止及び税源移譲もあって増収となりました。 

しかし，平成 20 年秋の世界的な金融危機を契機に，我が国経済は急速に冷

え込み，企業業績の落ち込みと雇用環境の悪化など税収環境は一変，さらに

東日本大震災も大きく影響を及ぼしました。 

生産年齢人口の減少などにより，市民税個人分は厳しい局面が続くと見込

まれます。また，地価の下げ止りが見通せない中，安定財源であるべき固定

資産税及び都市計画税ともに依然厳しい情勢が続くと見込まれます。 

 

   イ 地方交付税3は，平成 11 年度の 41.8 億円が平成 20 年度では 26.1 億円と約

4 割も減少しています。臨時財政対策債を含む実質ベースでみても 9.4 億円の

減少と，三位一体の改革4の影響により大きく減少しました。 

その後，疲弊した地方財政対策による特例措置，いわゆる「地方配慮」な

どの政策により，平成 21 年度以降の地方交付税は増収となり，平成 23 年度

は 36．6 億円（震災復興特別交付税 4．6 億円を除く。）まで復元しました。 

しかし，三位一体の改革において国庫補助負担金を削減し，一般財源化す

る際の財源措置として，いわゆる「交付税措置」が多用されました。この交

付税措置により，当該費用は基準財政需要額に算入されますが，地方交付税

の原資は増えるどころか減少傾向にあるのが実情であり，一般財源化の過程

で，国から地方へ移譲されるべき財源の多くが事実上削減されてきたといえ

る状況です。 

一般財源の推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H
9

H
1

0

H
1

1

H
1

2

H
1

3

H
1

4

H
1

5

H
1

6

H
1

7

H
1

8

H
1

9

H
2

0

H
2

1

H
2

2

H
2

3

百万円

市税 地方交付税 その他

市税決算額の推移
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3
 地方交付税は，地方の財源調整機能を有しており，本来，地方税収入の減少は地方交付税の増額要因となる。 

4  国と地方の税財源に関する改革で，①国から地方への補助負担金の削減，②国税から地方税への税源移譲，③地

方交付税制度の見直し，この 3 つをまとめて実行することから「三位一体の改革」と呼ばれる。税源移譲 3 兆円の

一方で，国庫補助負担金改革で 4.7 兆円削減，地方交付税改革で 5.1 兆円が削減された。 

2



 

 ② 義務的経費の増加等 

ア 義務的経費5は，歳出の大宗を占める経費で，平成 23 年度歳出決算構成比

（普通会計）の約 55％を占める状況です。財政運営の自由度を高めるために

は，この義務的経費の削減も重要なポイントの一つとなります。 

しかし，人件費及び公債費は減少傾向にあるものの，扶助費は増加傾向に

あり，全体としては増加基調にあります。 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

   イ 物件費は，近年の公共施設の整備水準の上昇に伴い，維持管理や運営経費

が増加して財政負担も増しています。さらに，電気料金の値上げなども財政

負担を押し上げる要因となっています。 

ウ 本市の歳出構造の特徴は，一部事務組合負担金が含まれる補助費等の歳出

構成比が高いことです。本市の一般廃棄物は，龍ケ崎地方塵芥処理組合で共

同処理を行っていますが，現清掃工場の建設などに多額の事業費を投じてお

り，同組合債の償還負担金が大きな財政負担となっています。当該償還は平

成 26 年度で終了しますが，平成 26 年度以降に施設長寿命化のための大規模

改修が予定されています。また，消防・救急業務などを共同処理している稲

敷地方広域市町村圏事務組合においても，同時期に消防・救急無線のデジタ

ル化事業が予定されており，当面，多額の負担が続くと見込まれます。 

歳出決算額の推移
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5  人件費，扶助費及び公債費を義務的経費という。支出が義務付けられた経費であるため，任意に削減することが

困難な性質を有している。反面，この経費を抑制することは財政の自由度を高めることにつながる。 

○人件費   定員適正化計画を上回る職員削減等により一般職給料等は減少傾向に

あり，財源確保でも大きな効果。一方で，共済制度掛金，地方議員年金制

度の改正などに伴う負担増分のため，一般職給料等の削減効果が相殺さ

れ，人件費全体では微減。 

○公債費   市債の返済がピーク期にあるため，依然として高止まりの状況。新規借入

抑制や低利借換えなどの効果で減少傾向。 

○扶助費   生活保護費をはじめ社会保障関係費の伸びが顕著。重点施策の子育て

支援経費も加わり，少子高齢社会の進行とともに，増加傾向が続く。 

3



 

(2) 将来負担額 

本市では，昭和 50 年代から龍ケ崎ニュータウン建設に合わせて学校や道路，公

園，下水道などのインフラ整備をはじめ，ＪＲ常磐線佐貫駅周辺の区画整理事業

などに力を入れてきました。また，市内の均衡ある発展のため，既成市街地にお

いても都市計画道路や下水道の整備などを順次行ってきました。この結果，本市

のインフラ整備率は全国平均を大きく上回るなど，市民生活に直結した公共施設

の整備は順調に進みました。 

反面，インフラ整備の財源として活用した市債残高の累積に加え，ニュータウ

ン内の小中学校の新設（8 校）や大規模増築（1 校）などに関する債務負担行為（5

省協定に基づく立替施行6に係るもの。）残高も累積しました。 

特に，大型プロジェクトであった清掃工場建設事業及び周辺地域関連事業，総

合運動公園建設事業は，大きな将来負担額を伴いました。 

また，地方交付税の財源不足対策として，国に代わって自治体が自ら特例地方

債の「臨時財政対策債」を借り入れする制度が平成 13 年度に創設されました。新

規借入抑制などにより通常債残高が減少する一方で，これらの特例地方債の累積

が顕著になっています。 

市債や債務負担行為に係る償還期間は，おおむね 20 年から 30 年の長期にわた

るものです。これにより返済費用は平準化され，「世代間の負担の公平」が確保さ

れることとなりますが，反面，一旦上昇した返済費用は長期にわたって高止まり

することともなり，大きな財政負担となっています。 

なお，市債などの活用にあたっては，将来の世代に対し過度の負担を強いるこ

とのないように留意が必要です。将来負担額7の状況は，次のグラフのとおりです。 

将来負担額の状況（百万円）

公営企業債等

繰入見込額 5,565

一般会計等地方債

27,281
債務負担行為

支出予定額3,567

組合等負担等見込額

1,688

,退職手当負担見込額等

2,949 合計411億円（平成23年度末）

 

                                                                                                                                                            
6  日本住宅公団（現，都市再生機構）等が行う大規模な宅地開発等においては，道路・公園・下水道などの公共施

設の整備や，学校・幼稚園・保育園などの利便施設の整備費用が先行し，人口増加に伴う増収効果は遅効するため，

当該市町村は財政的に窮することとなる。この対策として，公団等が当該市町村に代わって公共施設や利便施設の

建設を施行し，当該市町村は当該費用を長期で返済する「立替施行」制度が制定された。この制度は，関係する５

つの省（当時の建設省，大蔵省，文部省，厚生省，自治省。）で了解・制定されたことから，「５省協定」と呼ばれ

ている。 
7  一般会計等が将来負担すべき地方債や債務負担行為に係る支出などの実質的な債務で，財政健全化法に規定する

将来負担比率を算出するための基礎数値。 
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 (3) 財政調整基金等の状況 

   年度間の財源調整機能を担う財政調整基金は，平成 20 年秋以降の世界同時不況

に伴う歳入環境の急速な悪化に対応するため，平成 20 年度において本格的な取崩

しを行わざるを得ない状況となりました。その後，収支改善に伴い積み立てを行

い，平成 24 年度末現在高見込額は 13.8 億円，減債基金との合計で約 28.1 億円と

いう状況です。平成 16 年度末のピーク時（30.8 億円）の約 9 割の水準まで回復が

見込まれます。しかし，現下の厳しい財政環境を勘案すると，十分な残高が確保

されているとは言えません。 

   特定目的基金は，当該基金の設置目的である施設整備等に際して取崩しを行う

ことから，その残高は公共施設の充実度と反比例する性質があります。総合病院

の誘致・施設整備や総合運動公園建設事業，馴柴小学校改築事業の進捗などによ

り平成 11 年度末に 63.1 億円あった残高が，平成 24 年度末（見込額）では 10.1

億円に減少しています。 

基金残高の推移
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第２ 財政収支見通しと課題                                      

 

１ 財政収支見通し 

 

  財政運営にあたっては，自らの財政状況の実態を分析し，財政構造，財政運営等

の良否を正確に把握し，経済情勢や行政需要動向など財政収支へ影響を及ぼす要因

を踏まえて将来を予測し，財政の効率性や長期的な安定性等を確保するために適時

適正な対策を講じることが必要です。 

そのため本市では，「龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例」第 17 条にお

いて「財政収支見通し」の公表を義務付け，制度に裏打ちされた試算及び公表のサ

イクルを確立しています。 

  

(1) 推計方法 

   財政推計8は，普通会計をベースに，平成 23 年度決算額又は平成 24 年度決算見

込額などを基礎数値として平成 24 年 8 月時点で推計（平成 25 年 1 月一部修正）

を行い，各年度の決算収支額を算出しました。 

推計に当たっては，歳入・歳出それぞれの項目ごとに過去の実績や現状を勘案

するとともに，本市の人口動態やわが国の経済成長率その他の前提条件を変動要

因として加味しました。 

また，第 3 次財政健全化プラン以前の財政健全化の取組事項については継続を

基本に，その効果額を反映させています。 

   なお，推計方法の詳細等については，資料として掲載しました。 

 

(2) 財政収支見通し 

現行制度の下，現在の行財政運営を継続した場合，平成 26 年度までは概ね平成

23 年度程度の決算規模及び収支差引額（黒字額）を維持するという推計結果とな

りました。 

一方，平成 27 年度においては，一部事務組合の大型事業（龍ケ崎地方塵芥処理

組合：施設長寿命化事業，稲敷広域市町村圏事務組合：消防・救急無線デジタル

化事業）を想定したこともあり，当該年度以降，収支差引額（黒字額）が減少し，

平成 31 年度は約 1 千 2 百万円まで縮小するとの推計結果となりました。この収支

差引額の規模は，決算規模からすると些少な額であり，景気動向等によっては赤

字となることも危惧される水準です。 

なお，赤字決算を回避する手法の一つが基金繰入れですが，平成 23 年度末の一

般財源基金残高は約 28 億円と標準財政規模（平成 23 年度 15,118,577 千円）の 20％

に満たない状況です。 

                                                                                                                                                            
8
  財政推計は，多くの前提条件や想定に基づく試算値であるため，個々の数値の変動よりも全体傾向把握に有効。

なお，地方財政は，法律等の制定・改廃の影響を大きく受けるため予見可能性が極めて低く，国の制度改正等が行

われた場合は，推計結果と大きな乖離が生じることがある。 
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   財政推計に基づく財政収支見通し                    （百万円） 

 

 

 

※個々に四捨五入しているため表内の計算が合わない場合があります。 
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２ 行政運営上の課題 

本市が日常的な公共サービスを担う基礎的自治体としての責務を果たし，今後と

も主体的なまちづくりを展開して市民生活の向上を図るためには，柔軟性のある持

続可能な財政基盤の構築が不可欠です。 

また，現在の社会・経済情勢を勘案すると，まちの活力を維持し，持続的な発展

を担保するためには様々な施策展開も必要となりますが，それを支える財政基盤の

確立が行政運営上の大きな課題となります。 

その「財政基盤の確立」の最たるものは「財源確保」にほかなりません。これは

「経常的な歳入を増やし，経常的な歳出を減らす。さらに，臨時的な歳出に備える

ため，基金を確保すること。」と要約できますが，今後の地方財政は，急速な進行が

予想される少子高齢化とこれに伴う人口減少社会の到来により，地方税収入等の減

少（担税力の低下）と医療・介護等の社会保障関係費の増加の同時進行が予想され

るなど，財政運営上の大きな懸念材料を抱えています。 

少子高齢社会に起因する財政運営上の構造的な懸念への対応については，行政運

営全般に係わることでもあり中長期的な視点での取組が必要です。行政の限られた

経済的・人的資源を前提に，新たな地域経営の仕組を構築していくことなども大き

な課題であり，多様な取組を通して柔軟な財政構造へと転換を遂げることが必要で

す。 

区     分 H25 H26 H27 Ｈ28 

歳入決算見込額（A） 24,178 22,734 22,563 22,037 

歳出決算見込額（B） 23,290 21,871 21,995 21,579 

収支見込額（A）－（B） 888 863 568 457 

歳入見込額 

歳出見込額 

収支見込額 
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第３ 中期財政計画の策定                                    

 
１ 計画策定の趣旨と方向性 

基礎的自治体の責務を果たすとともに，本市の最上位計画である「ふるさと龍ケ

崎戦略プラン」実現の財源を担保するためには持続可能な財政基盤の構築が不可欠

です。 

したがって，龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例及び同条例施行規則に

基づき，平常時にあっても財政運営目標を定め，財政力強化の取組を推進すること

が必要です。このため，本計画では財政運営目標を達成するために必要な取組等を

定めることとします。 

  

２ 計画期間 

計画期間は平成 25 年度から平成 28 年度まで（4 年間）とします。 

「龍ケ崎市第 3 次財政健全化プラン」の計画期間が平成 24 年度までであること，

さらに，本市の最上位計画である「ふるさと龍ケ崎戦略プラン」の計画期間が平成

28 年度までであることを勘案しています。 

 

３ 財政運営の目標 

第 3 次財政健全化プラン以前の財政健全化目標においては，その前提となる財政

推計の結果，収支ギャップ（赤字）の発生が見込まれたことから「財政収支の改善」

を主眼として，収支ギャップの縮小・均衡を目指すものでした。そのため，目標値

も「12 億円以上の財源確保」や「50 億円以上の削減」などの財源確保額を掲げてい

ました。 

しかし，本計画の前提となる財政推計においては低水準ながらも黒字の維持が見

込まれます。また，「地方公共団体向け財政融資財務状況把握ハンドブック」（財務

省）の基準によると，本市は「収支低水準」「積立低水準」「債務高水準」の状態に

あります。このようなことから，平常時における柔軟な財政構造の構築など，財政

力強化を推進するための目標値とします。 

なお，龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例第 21 条第 1 項及び同条例施行

規則第 12 条の規定による財政運営目標は以下のとおりです。 

・基礎的財政収支          黒 字 

・経常収支比率           90％以下 

・積立金残高比率          35％以上 

・実質債務残高比率         180％以下 

・社会資本形成の将来世代負担比率  30％以下 

 

(1) 財政収支の改善 

 

 

 

目標値 基礎的財政収支の黒字維持 
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財政の持続性を確保するためには収支の黒字維持が前提となります。 

基礎的財政収支とは，歳入では繰越金，基金繰入金及び地方債を控除し，歳出で

は基金積立金及び公債費を控除したうえで収支差引を行うため，単年度の純粋な収

支状況を表します。 

本計画の期間中の基礎的財政収支は黒字維持を見込んでおりますが，歳入歳出両

面にわたる改革を進め，収支低水準の状態からの脱却を図る必要があります。 

 

(2) 柔軟な財政構造への転換 

 

 

 

 

財政の柔軟性を維持することは，市政運営の自由度にかかわる重要ポイントです。 

経常収支比率は，歳入歳出決算額を経常・臨時の別に区分し，市税など経常的に

収入が見込める一般財源が，経常的に歳出する経費に充てられた割合を表し，比率

が低いほど，臨時的な経費や投資的な経費に充てる一般財源の確保が容易となりま

す。 

積立金残高比率は，年度間の収支を調整し，財源不足を平準化する機能や，突発

的な財源不足に対応する機能を有する積立金の多寡を表し，比率が高いほど財源調

整力に優れていることになります。 

本計画の期間中は少子高齢化の進行による生産年齢人口の減少などにより，地方

財政は歳入面では「右肩下がり」，歳出面では「右肩上がり」と財政収支ギャップの

拡大が予想されます。国においては「社会保障と税の一体改革」などが進められよ

うとしていますが，地方においても公共サービス提供などが破綻の危機に瀕する前

に，公共の担い手・役割分担の再構築や公共施設の再編成を推進するなど，自ら「備

え」を固めることが急務です。 

このような基本認識にたち，持続可能で柔軟な財政構造へ転換するための取組を

推進します。 

 

(3) 将来負担額の削減 

 

 

 

 

財政収支の改善や，柔軟な財政構造へ転換するためには，現在の公債費負担の縮

減が必要です。これとともに財政の持続性を担保するため，将来の世代に過大な負

担を強いることがないよう地方債残高など長期債務の削減が重要となります。 

実質債務残高比率は，地方債残高に加え，本市財政の特徴である多額の債務負担

行為残高も反映した長期債務残高の状況を表す比率であり，社会資本形成の将来世

代負担比率は，普通会計の貸借対照表から資産形成の状況と，それにかかる負債の

目標 

柔軟な財政構造への転換 

（経常収支比率 90％以下） 

（積立金残高比率 35％以上） 

目標値 

将来負担額の削減 

（実質債務残高比率 180％以下） 

（社会資本形成の将来世代負担比率30％以下） 
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状況を表す比率で，いずれも将来の世代の負担の多寡を計る指標となります。 

本市では，従来から長期債務残高の削減に取り組み，順調に削減してきました。

本計画の期間中に 40 億円以上の将来負担額の削減が見込まれますが，事業のより一

層の計画的・効率的な執行に努め，新規市債の借入れを抑制することなどにより，

債務高水準の状態からの脱却を図ります。 

 

 

第４ 財政力強化の取組                                        

 

1 目標額 

本計画における財政力強化の目標額は，次のとおりとします。ただし，本計画に

おいても，第 3 次財政健全化プラン以前の取組の継続を基本としていますので，当

該効果額は財政推計に算入済みであることから，ここでは計上しません。 

したがって，本計画における目標額は，累次の財政健全化策による継続した取組

の効果額の推計値を上回る部分となります。 

また，財政効果の発現時期が中長期を要すると予想される取組については，本計

画ではその効果額を定性効果とし，計画期間内の発現や上積みを目指すこととしま

す。 

 

(1) 歳出削減目標額 

歳出削減による効果額は，事業仕分けの後発効果，定性効果の顕在化及び継続し

た取組の上積みなどで，単年度 1 億円以上（計画期間内平均，財政推計算入済額を

除く。）の削減を目指します。 

したがって，計画期間である平成 25 年度から平成 28 年度までで，累計 4 億円以

上の歳出削減を目指すこととします。 

 

 (2) 歳入確保目標額 

歳入確保による効果額は，市税の徴収率向上の取組，定性効果の顕在化及び継続

した取組の上積みなどで，単年度 5 千万円以上（計画期間内平均，財政推計算入済

額を除く。）の確保を目指します。 

したがって，計画期間である平成 25 年度から平成 28 年度までで，累計 2 億円以

上の歳入確保を目指すこととします。 

 

2 取組事項 

 

本計画の期間における財政力強化のための取組は，次のとおりとします。 

 

本市では，累次の財政健全化の取組に伴う行政内部の簡素合理化，経費の削減が

相当進展しているなどから，21 年度以降は良好な決算となっています。 

しかしながら，社会保障関係費の増嵩，公債費の高止まり，市税の減収基調とい
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った状況下，国の「地方配慮」という方針（地方交付税等依存財源の増収）に支え

られた好決算との見方もできます。 

そのため，持続可能な財政基盤を構築することが喫緊の課題となっており，行財

政改革の歩みを止めることなく推進し，より効率的な行財政運営に努めなければな

りません。 

今後，本格到来する少子高齢社会，人口減少社会においては，社会保障関係費の

伸びと担税力の減少がいわゆる「ワニの口」のように拡大することが予想されます。

これは国全体の大きな問題ではありますが，本市においても，大きな影響が見込ま

れることから，将来に備え柔軟な財政運営を行えるよう，財政の弾力性の向上のた

めの取組が必要となります。 

また，財政負担の平準化の観点からは，地方債の活用も有効な財源調達手法であ

ります。一方で，将来の財政負担が生じることとなるため，地方債を発行する時点

の意思決定に参画しえない将来の世代に過大な負担を強いることの無いよう留意し

なければなりません。 

さらに，財政状況急変時の調整財源として，一般財源基金を一定レベルまで積み

増すことも重要です。 

なお，財政運営目標達成等のための具体的な方策は次のとおりです。 

 

（1）人件費の抑制 

第 5 次龍ケ崎市定員適正化計画改正版（平成 23 年 3 月）に基づく定員管理を確実

に実行し，人件費の抑制を図るとともに人材確保・育成に努めます。 

また，行政機能のスリム化や公共サービスの役割分担の変化に応じて，新たに

「（仮）職員配置計画」を策定し適正配置員数等の精査に努めます。 

 

（2）公債費の抑制 

最終年度残高一括償還方式で借り入れた市債について，借り換えを行うことによ

り償還負担を平準化し，単年度の償還負担を軽減します。 

なお，借換対象既往債は平成 25 年度約 2.2 億円，平成 26 年度約 1.7 億円，平成

27 年度約 2.6 億円となっています。 

 

（3）長期債務残高の縮減 

計画期間内の一般会計の元金償還額は，毎年 26～27 億円程度（最終年度残高一括

償還分を除く。）と見込まれることから，新規借入額を毎年 20 億円以下（計画期間

内平均，借換債を除く。）に抑制します。これにより，都市再生機構償還金残高，一

部事務組合償還負担残高と合わせた長期債務残高の単年度 10億円（計画期間内平均）

以上の削減を目指します。 

 

（4）事務事業の整理統合等 

事業仕分けの判定結果にかかる市の方針に基づき，対象事業の整理統合等を推進

します。特に，平成 24 年度以降の本格反映となっている事務事業に留意することと
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します。 

また，一定規模以上の公共事業を計画する場合，計画策定過程において，初期投

資から更新にいたるフルコストを算定・公表することにより，議論の深化を図り，

現在の市民ニーズと将来負担がマッチングした最適な事業化を推進します。 

 

（5）公共施設の全体最適化 

公共施設の利用環境の改善，運営の効率化及び統合などを推進するため，公共施

設の現況把握とともに，人口動態や社会経済情勢等の変化を踏まえ，その役割，運

営費用，更新費用などを総合的に勘案した「公共施設再編成の基本方針」に基づき

計画的に推進します。 

 

（6）特別会計の独立性の向上 

特別会計の運営は，法令等に基づき一般会計等で負担する経費以外は，「独立採算」

が原則であることから，徴収率向上の取組，事務事業の効率化，料金等の見直しな

どにより経営改善を推進します。 

 

（7）一部事務組合の経営効率化等 

一部事務組合による広域化のスケールメリットを享受できるよう，さらなる事務

の効率化，組合予算の総額抑制を求めるものとします。 

特に，塵芥処理施設の長寿命化や消防・救急無線デジタル化などについては多額

の財源を要することから，事業計画については，早期に構成市町村間での協議を実

施するよう調整します。 

 

（8）外郭団体の経営力強化 

外郭団体は自主・独立を旨とし，合併や公益法人化等，様々な取組を行っており

ますが，さらなる組織のスリム化，運営経費の総額抑制を推進し，管理部門に対す

る補助金を逓減します。 

また，外郭団体への業務委託については，民間事業者等との競合を想定した仕様

及び積算とし，赤字補てん的な補助金支出は行わないものとします。さらには，当

該業務から適正利益を確保し，非営利部門の経費に充当すべく経営改善を求めるこ

ととします。 

 

（9）自主財源と受益者負担等の公平性の確保 

①課税客体の確保 

自主財源の柱は市税となりますが，現下の社会経済情勢や人口動態等を勘案する

と，課税客体の増加は非常に厳しい情勢にあります。しかしながら，本市には龍ケ

崎ニュータウンをはじめ優良な宅地があり，都市基盤の整備も概ね終了し，流入人

口の受け皿は整備されており，主要施策である「子育て環境日本一」などの施策を

推進するとともに情報発信に努め，「子育て世代」＝「今後，担税力が期待できる若

年層」の流入及び定住を促進します。 
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また，首都圏方向からの人口流入が鈍化していることも踏まえ，多方面からの流

入を促す施策展開を実施します。 

②市税徴収率等の向上 

公平性の観点から，徴収率向上及び適正課税をさらに推進します。コンビニ納付

など納税環境の向上に努める一方で，租税債権機構の有効活用や賦課・徴収権者と

しての毅然たる態度も肝要です。特に，高額滞納事案などについては，差し押さえ

等の積極的な滞納処分を行うなど，負担の公平性の見地からもより一層の徴収率向

上対策を推進します。さらに，土地の現況，未調査建物などの課税客体把握等を推

進します。 

 

③使用料・手数料等の見直し 

応益負担の原則，受益者と非受益者の負担の公平性などに留意し，使用料・手数

料等の適正化を推進します。 

 

（10）基金残高の確保 

財政状況の急変時における収入欠陥や緊急的支出の即応手段の一つは基金繰入れ

です。このため，一般財源基金を計画的に積み増し，弾力的な対応力の向上を図り

ます。 

 

３ 計画実施後の財政収支見通し 

本計画による財源確保目標額は，累計 6 億円以上となります。この目標を達成し

た場合は，計画最終年度（平成 28 年度）の収支見込額 4 億 5 千 7 百万円（P7 2-1-

（2）参照）にこの効果額が加算されることから，収支見込みは 10 億円を超え，平

成 23 年度の普通会計実質収支額（10 億 1 千 6 百万円）を上回ることとなります。 

一方，経済情勢などの影響により財政推計値に対する実績額の下振れが発生した

場合を想定することも肝要です。財政環境次第によっては，目標を達成しても，収

支均衡には至らない事態や，即効的な財政効果が期待できる行政の内部改革が相当

進展している現状を踏まえ，目標達成は容易なことではないことを再認識しなけれ

ばなりません。 

 

４ 進行管理と公表 

  平成 25 年度以降の本市の財政運営は，「龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する

条例」を本格的に適用することとなります。同条例及び同条例施行規則の規定によ

る財政運営目標を達成するためには，市民の皆さんのご理解・ご協力が不可欠です。 

このため，本計画の推進にあっては，同条例の特徴的な条項である「情報の共有

化」（同条例第 6，7 条）を推進することとし，毎年，本計画の進捗状況の把握・進

行管理を行い，また，進捗状況を広報紙や市公式ホームページ等を活用して適時公

表することとします。 
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【資料】 

１ 財政推計の性質等について 

ア 財政推計は，各種前提条件に基づく試算の性質上，全体の傾向把握に主眼をおいたもの。

このため，事後に個々の数値や計数を検証した場合，推計値と実績値の間に大きな乖離やバ

ラツキが見られることがある。特に，歳入の大宗を占める市税及び地方譲与税交付金等，歳

出の扶助費は，法令改正に左右されることから，自治体による予見可能性は皆無に等しい。 

イ 本推計は，平成 24 年 10 月時点（平成 24 年 12 月一部修正）で行ったもので，推計の前提条

件は現行の制度・仕組みとしている（実施決定済みのものは算入）。 

ウ 政権交代に伴う制度等の変革期にあるが，現段階では，制度改正等の考え方や基本的な方

向性が示されるのみ。このため，今後，推計に大きく影響を及ぼす制度改正等が明らかとなっ

た場合は適宜推計を行い，財政収支見通しの修正を想定。 

 

２ 推計方法等 

 (1) 基本事項 

① 算定ベース：普通会計 

② 基礎数値：平成 23 年度決算額又は平成 24 年度決算見込額 

③ 推計期間：平成 25 年度から平成 34 年度までの 10 年度間 

④ 共通パラメーター（変数）：人口及び経済成長率を設定 

ア 人口：「ふるさと龍ケ崎戦略プラン（平成 24 年 2 月）」策定に用いた推計人口。ただし，平成 24

年度は住民基本台帳人口。 

イ 経済成長率：名目経済成長率。この場合，内閣府経済動向調査等を勘案し，平成 25 年度＋

1.90％，平成 26 年度＋2.60％と想定。 

(2) 推計方法 

① 推計の基本：項目別に，基礎数値にパラメーターを乗じて算出。 

② パラメーターは，関係性を反映し，適用範囲を選択。 

ア 一般的な事項は「人口増減率」 

イ 市税個人分では「生産年齢人口増減率（15 歳以上 65 歳未満）」 

ウ 児童保護費国庫負担金では，「15 歳未満人口増減率」。 

③ 変化が顕著な項目は，増減率（想定）を反映。 

ア 障がい者自立支援給付費等では増加傾向を考慮して別途増加率を加算。 

④ 特例措置等は，当該暫定期間中のみ適用。 

⑤ 変動が僅少な事項は，定額推計。 

   ア 特別交付税 

   イ 臨時財政対策債 

   など 
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３ 財政収支見通し 

 (1) 表の見方 

① 大項目別に，歳入は地方税から地方債の 22 区分，歳出は性質別に，人件費から繰出金の 12

区分に整理し，推計値を計上。 

② 歳入合計から，歳出合計を差し引いた「収支差引」が，単年度収支額。 

③ 累積収支不足額は，単年度収支額がマイナスの場合の累積値。 

 (2) 収支見通し 

  ① 平成 24 年度は，8.8 億円程度の黒字（基金繰入後）を予想。 

  ② 何らの手立てを講じることなく現在の行政運営を継続し，かつ，一般財源基金の繰入れを見込

まない場合，平成 31 年度では収支差引額が 0.1 億円程度まで減少。 

    ※ 平成 23 年度末の一般財源基金残高は 28 億円程度の見込み。これは標準財政規模（平成

23 年度 15,188,577 千円）の 20％に満たない状況であり，景気動向等によっては，一般財源基

金の枯渇が危惧される状況。 

  ③ 本推計では期間中，赤字額は発生していないが，前述のとおり収支差引は平成 31 年度に 0.1

億円まで減少する推計であり，赤字転落も十分想定できる水準。 

 

４ 留意事項 

現在は制度の改変期に当たり，推計の前提条件も多くの不確定要素を含む。加えて，財

政運営に大きく影響を及ぼす制度改正等については，自治体による予見可能性が極めて低

い状況にある。 

このため，向こう 3 年程度の推計の妥当性はともかく，それを超える中長期推計は全体

の傾向把握には有意と考えられるが，計数把握面では妥当性に欠ける。 
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,9
0
6

補
助
費
等

3
,7
4
2

3
,3
1
0

3
,3
4
5

3
,0
7
9

2
,6
1
2

3
,1
3
7

2
,6
5
3

2
,7
0
0

2
,7
4
0

2
,9
9
4

3
,0
0
6

3
,0
4
6

3
,0
8
9

普
通
建
設
事
業
費
（
事
業
費
支
弁
人
件
費
を
除
く
）

1
,3
5
0

6
2
9

9
6
3

1
,9
4
6

7
4
6

6
3
1

1
,0
0
0

1
,0
0
0

1
,0
0
0

9
0
0

9
0
0

9
0
0

9
0
0

災
害
復
旧
費

1
5
3
4

9
6

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

公
債
費

2
,9
4
3

2
,9
8
1

3
,0
1
3

3
,2
1
5

3
,4
0
5

3
,0
0
5

2
,6
7
5

2
,7
9
5

2
,7
4
4

2
,5
7
1

2
,4
7
2

2
,5
6
8

2
,3
3
3

積
立
金

6
7
3

2
6
3

2
1
3

8
7

8
8

8
8

8
8

8
8

投
資
及
び
出
資
金

6
3

4
4

4
4

4
4

4
4

4
4

4
貸
付
金

2
6

4
1

4
5

3
5

3
5

3
5

3
5

3
5

3
5

3
5

3
5

3
5

3
5

繰
出
金

1
,9
5
4

2
,0
8
7

2
,3
8
2

2
,4
9
9

2
,5
7
4

2
,7
1
7

2
,7
7
9

2
,8
4
0

2
,8
7
0

2
,9
3
9

2
,9
7
1

3
,0
4
9

3
,0
8
3

歳
出
合
計

2
2
,4
7
2

2
2
,4
6
2

2
2
,5
2
7

2
3
,2
9
0

2
1
,8
7
1

2
1
,9
9
5

2
1
,5
7
9

2
1
,8
3
3

2
1
,7
9
1

2
1
,8
0
5

2
1
,7
0
6

2
1
,9
0
2

2
1
,6
4
2

収
支
差
引

7
4
9

1
,1
1
7

8
8
2

8
8
8

8
6
3

5
6
8

4
5
7

2
2
2

1
0
2

1
2

7
9

1
6
4

4
8
0

累
積
収
支
不
足
額

地
方

債
，
債

務
負

担
行

為
及

び
一

般
基

金
残

高
見

通
し
（
平

成
2
4
年

1
0
月

現
在

）
（
単
位
：
百
万
円
）

項
　
　
　
　
　
目

H
2
2
決

算
H
2
3
決

算
H
2
4
見

込
み

H
2
5
推

計
H
2
6
推

計
H
2
7
推
計

H
2
8
推

計
H
2
9
推

計
H
3
0
推
計

H
3
1
推

計
H
3
2
推

計
H
3
3
推
計

H
3
4
推
計

地
方
債
残
高

2
8
,2
1
8

2
7
,2
8
1

2
6
,5
1
9

2
6
,1
2
7

2
4
,9
1
0

2
4
,1
6
2

2
3
,7
4
2

2
3
,2
1
7

2
2
,7
3
7

2
2
,4
0
9

2
2
,1
6
8

2
1
,8
4
3

2
1
,7
2
4

債
務
負
担
行
為
残
高

3
,8
2
8

3
,5
6
7

3
,3
4
1

3
,0
8
9

2
,8
5
0

2
,6
0
6

2
,3
5
4

2
,0
9
5

1
,8
3
7

1
,6
0
8

1
,3
8
1

1
,1
5
0

9
1
2

一
般
基
金
残
高

3
,4
5
3

3
,7
1
3

3
,7
9
0

3
,5
6
8

3
,5
5
0

3
,5
5
2

3
,5
5
5

3
,5
5
7

3
,5
6
0

3
,5
6
2

3
,5
6
5

3
,5
6
7

3
,5
7
0
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